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本調査は、2006年度から実施し、2016年度の調査で 10回目となる。調査結果より 2011年の福島第一原

子力発電所事故が原子力に関する世論に対して、多大な影響を与えたことが明らかとなっている。2011年

の事故後、原子力に対して否定的な項目の割合が増加したが、2016年度までその傾向が維持されている。 
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1．諸言 

本調査は、原子力に関する世論の動向や情報の受け手の意識を正確に把握し、情報の受け手が求めてい

る情報を伝えるための知見を得て、ステークホルダーが活用できる発信方法を検討することを目的とする。 

2．調査手法 

調査対象：全国 15～79歳男女個人（1200人）、サンプリング：住宅地図データベースから世帯を抽出し

個人を割当、標本数の配分：200地点を地域・市郡規模別の各層に比例配分、手法：個別訪問留置調査 

3．結果・考察 

【原子力のイメージ】「危険」（67.3％）、「不安」（58.8％）、「複雑」（32.8％）、「信頼できない」（26.8％）と

いう否定的なイメージ、「役に立つ」（18.7％）という肯定的なイメージに傾いている。「必要」（18.0％）と

「不必要」（12.4％）は意見が分かれている。事故後、「信頼できない」と「不安」が増加、「必要」が減少。 

【今後の原子力発電の利用に対する考え】最も多い意見は、「原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃

止していくべきだ」（45.2％）。次いで、「原子力発電は即時、廃止すべきだ」（16.9％）。一方で、原子力発

電維持の意見は 10%程度で「わからない」は 23.7％。2014年度から 2016年度で回答の傾向に変化はない。 

【日頃の情報源】「テレビニュース（81.8％）」、「新聞（54.0％）」、「テレビ情報番組（38.7％）」、「インター

ネット上のニュースサイト（16.9％）」が回答の上位項目。マスメディアから原子力関連の情報を得ている。 

【情報発信者への信頼】「専門家」（55.1％）が突出して高い。2013～2016年度の回答の傾向は変わらない。 

4．結言 

全体的な回答の傾向として、事故後の回答の傾向が 2016年度まで維持されている。今後、求められる取

り組みとして、他の年代と比べ、原子力発電の利用に関して「わからない」と回答する割合の高い「10代・

女性 20～40代」に対して、「専門家」から原子力に関する情報を発信する機会をつくることが重要である。 

本調査は、（一財）日本原子力文化財団が（一財）電力中央研究所より委託を受け、有識者で構成された

委員会で議論した結果を取りまとめている。2017年度も継続的に調査を実施し、経年変化の分析を行う。 

詳細な結果はホームページ上で公開されている。http://www.jaero.or.jp/data/01jigyou/tyousakenkyu_top.html 
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